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≪平成２３年度　薩摩川内市事務事業評価表≫

 １　事務事業の位置付け（Ｐｌａｎ）
内部評価者名

課長・室長・支所長 湯原　忍

事務事業名 シニアスポーツリーダー派遣事業 担当者 宮内　明智

所管部課名 教育部　　市民スポーツ課
事業の根拠
（根拠法令）

事業の種類

総合計画上の
位置づけ

施策の
基本方針

政策
（章）

地域の特色を活かした教育・文
化のまちづくり

スポーツの振興

スポーツの振興

保健体育費 保健体育総務費

会計 一般会計 教育費

　事業の概要

地区コミュニティ等を単位として，シニアスポーツリーダー（養成講習会修了者）を派遣し，シニア世代を対象にしたスポーツ教室を
行う。
スポーツ教室を通じ，自分の健康は自分で手に入れるという意識づけを行い，健康体力づくりの習慣化をとおして，地域の活性化
を図る。

　２　事務事業の実施　（Ｄｏ）

予算科目等

事項 健康スポーツ推進事業費 健康スポーツ推進事業費

項

対象
（誰を，何
を対象とす
る事業か）

市民（シニア世代）

事業開始年度 平成１９年度

活動指標
（市として何を
行うか？）

指標名
シニアスポーツ教室未実施地区への勧奨

地区コミュニティ協議会への事業説明

最終目標値
３回／年

随時

ソフト事業 建設・整備事業 施設管理 内部管理

②

①

②

①

②

①

②

①

②

295 520 520

295 520 520

人 0.70 0.70 0.70

千円 5,600 5,600 5,600

人

千円 0 0 0

千円 5,895 6,120 6,120

① 回／年 ３回／年 ３回／年 ３回／年

② 回／年 １００回／年 １００回／年 １００回／年

① 実施地区数 １１地区 １０地区 １０地区

② 実施回数 １１０回 １００回 １００回

事
業
の
内
容

手段
（市がどの
ような活動
をするか）

　地区コミュニティ協議会を単位として，シ
ニア世代を対象としたスポーツ教室にシ
ニアスポーツリーダー（指導者）を派遣す
る。

意図
（どのよう
な目的で
事業を行う
か）

　地域に指導者を派遣することで，市民が
気軽にスポーツに親しむ環境を提供す
る。
　また，ストレッチや手軽な筋力トレーニン
グ等を実施することにより，自分の健康は
自分で手に入れるという意識づけを行
い，運動習慣の定着が図られ，健康体力
づくりができる。

行うか？） 随時

最終年度

成果指標
（活動をした上
で，目標となる
成果をどのよ
うに設定する
か？）

指標名
シニアスポーツ教室実施地区数

シニアスポーツ教室実施回数

最終目標値
４８地区

各地区１０回／年

最終年度

平成３０年度

平成３０年度

コ
ス
ト
・
指
標
の
推
移

項目 単位 平成2１年度
決算

平成22年度
決算

平成23年度
（見込み）

平成24年度
（見込み）

平成25年度
（見込み）

事
業
費

国・県支出金

千円その他

一般財源 230 520

合　　計（Ａ） 230 520

従事職員数 0.70 0.70

人件費（Ｂ） 5,600 5,600

従事嘱託員数

９０回 １００回

人件費（Ｃ） 0 0

トタールコスト 5,830 6,120

活動指標の推移
３回／年 ３回／年

１００回／年 １００回／年

成果指標の推移
９地区 １０地区

　　事業費の主な支出内容（事業内容がわかるよう，支出する主なものを記入してください）

ソフト事業 建設・整備事業 施設管理 内部管理

　　事業費の主な支出内容（事業内容がわかるよう，支出する主なものを記入してください）
①　報償費（シニアスポーツリーダー講師謝金）
②　普通旅費（シニアスポーツリーダー派遣講師旅費）

ソフト事業 建設・整備事業 施設管理 内部管理



　　　

（上記選択の理由）
　市民の健康づくりのきっかけづくりは行政で取り組まなければならない業務である。
　しかしながら，行政主体の教室では単発で終わってしまう傾向が強いため，各地区コミュニティ協議会が主体的に本事業に取り組
む姿勢をうえつける。運動習慣の定着という大目標を達成するためには，自分の健康は自分で手に入れるという意識付けが行われ
るまで継続が必要である。

有

成果の達成度

　３　事業の視点別評価　（Ｃｈｅｃｋ）

妥
　
当
　
性

対象・手段の妥当性
（上記選択の理由）
　自分の健康は自分で手に入れるという事業目的の周知徹底を図るため，地区コミュニティ主事連絡会・市体育指導委員研修会等
を通じ，事業の広報をさらに行う。
　また，運動習慣の定着がもたらす身体への効果及び必要性を含めて周知を図る。

市が関与すべき妥当性

効
　
率
　
性

事業費の削減余地
（上記選択の理由）
　事業費はシニアスポーツリーダー派遣費と旅費であり，４８地区コミ全てにおいて事業継続がされることが目的である。
　ただし，地区コミによっては，１年～２年の事業実施により自主事業への転換ができるところもあるため，ある程度の削減余地はあ
る。

人件費の削減余地
（上記選択の理由）
　現在１０回（1回２時間以上）以上の教室に対し５回分の講師謝金・旅費を支払っている。
　各地区においては，３年間の継続事業として実施しているが，３年間を各コミュニティ協議会で主体的に取り組んでいく準備期間と
して位置づけており，事業が軌道に乗る３年間は継続事業としたい。
　ただし，地区コミによっては，１年～２年の事業実施により自主事業への転換ができるところもあるため，ある程度の削減余地はあ
る。
　現在１３地区／４８地区の実施であり，地区在住の体育指導委員の協力を得ながら，最終的には４８地区コミュニティ協議会で実施
し，各地区の継続事業として定着ができたら，事業は終了する方向である。

（上記選択の理由）
 　これまでの成果として，本事業を実施する中で，各コミュニティ地区在住の方々が，運動教室のために集まり，一同にスポーツ実
施する中で，個人としての機能・運動能力の改善及び体を動かす楽しさを体験することで，ＱОＬ（生活の質）を高め，更には地域の
活力へとつなげることができた。

妥当である 改善の余地はある 妥当でない

市で実施すべき 民間でも可能 民間で実施すべき

削減余地がある ある程度ある

かなり高い やや高い 低い

かなりある ある程度ある ほとんどない

削減余地がある ある程度ある

現状のまま継続

見直しの上で継続 縮小移管他の事業と統合拡大 手段の改善

休止 廃止

高い やや高い

高い やや高い

高い やや高い

現状のまま継続

見直しの上で継続 縮小移管他の事業と統合拡大 手段の改善

休止 廃止

妥当である 改善の余地はある 妥当でない

市で実施すべき 民間でも可能 民間で実施すべき

削減余地がある 削減余地はない

削減余地がある 削減余地はない

かなり高い やや高い 低い

かなりある ある程度ある ほとんどない

低い

低い

低い

有
　
効
　
性

効率性　　⇒

有効性　　⇒

　４　事業の改革・改善の方向性　（Ａｃｔｉｏｎ）

内
部
評
価

（
一
次

）

①今後の改革の方向性

③改革・改善の内容とそれを実施していくための手段・計画
　スポーツ教室実施地区：地区コミの自主事業としての早期定着を目指し，地域関係者への周知と指導者の育成。
              　　　　　　　　　　実施済（７地区自立），リーダー派遣継続中（６地区）
　スポーツ教室未実施地区：残る３５地区コミに対して本事業の有効性や効果について，各地区コミ・各地区体協・体育指導員と連携
　                                    を図りながらスポーツ教室を定着させたい。

施する中で，個人としての機能・運動能力の改善及び体を動かす楽しさを体験することで，ＱОＬ（生活の質）を高め，更には地域の
活力へとつなげることができた。
　今年度も未実施地区に派遣事業を増やす予定である。

成果の向上余地

②上記方向の理由
本事業は，平成１９年度からスタートし，平成１９年度に４地区，平成２０年度に８地区，平成２１年度に１１地区，平成２２年度に９地
区が実施し，７地区が本事業を活用し，現在自主事業に展開している。また，現在６地区が継続中である。
　全地区コミュニティ協議会（４８地区）において，自主事業としてのスポーツ教室が定着することが目的であり，現在１３地区／４８地
区のため，全地区コミ実施までは継続としたい。
　なお，３年間の補助事業完了地区については，継続事業として，各地区コミュニティ協議会の主催事業として，本事業の継続に努
めている。

（上記選択の理由）
　現在の参加者には，習熟度に応じたプログラムを提供し，それぞれにあった運動を継続してもらう。
　また，体を動かすことだけではない，全身のリラクゼーションプログラムを導入するなど，心身ともに健康であることのプログラムを
提供する。

内
部
評
価

（
二
次

評価者名
①内部評価結果
妥当性　　⇒

②今後の改革の方向性

⇒今後の方向性

⇒今後の方向性

かなりある ある程度ある ほとんどない

現状のまま継続

見直しの上で継続 縮小移管他の事業と統合拡大 手段の改善

休止 廃止

高い やや高い

高い やや高い

高い やや高い

現状のまま継続

見直しの上で継続 縮小移管他の事業と統合拡大 手段の改善

廃止

かなりある ある程度ある ほとんどない

低い

低い

低い

次

） ③上記の改革・改善の内容とそれを実施していくための手段・計画（内部評価一次と違う部分）
　・事業目的と手段の検討
　・地域団体への定着支援の研究

休止 廃止


